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株主の皆様へ
　当期におけるわが国経済は、第３四半期までは、欧州財

政問題、中国経済の減速、円高の継続などのマクロ経済要

因により、景況の不透明感が高い状態でした。第４四半期

に入ると、平成24年末以降の、新政権による経済対策によ

るデフレ脱却への期待などから、為替の円安傾向が進み、

同時に株価上昇など、景気回復期待が高まりを見せていま

すが、実体経済には、まだ大きな変化は見られません。こ

うした経済状況においても、当社の主要顧客である大手製

造業各社におかれては、目先の経済動向に左右されること

なく、次代を見据えた技術開発投資を堅調に持続される企

業が多く見られました。当社に対する受注動向や稼働時間についても、第３四半

期までと第４四半期に大きな変化がないことからも、こうした傾向が明らかであ

ります。こうした顧客動向から、当社の技術者派遣事業も、堅調に稼働率を向上

することができました。

　その結果、平成25年３月期の連結業績は、増収・増益となりました。連結の売

上高は前期比5.0％増収の703億30百万円、営業利益は前期比16.6％増益の63億54

百万円、経常利益は前期比16.2％増益の64億27百万円を達成することができまし

た。当期純利益は、一時的な税金費用の減少等により、前期比112.0％増益の59億

93百万円となりました。

　今後の景気回復への期待が高まる中、当社におきましては、景気動向の変化な

どの、不測の事態にも備えながら、業績を向上させ、株主の皆様のご期待に応え

られるよう、グループ一丸となって取り組んでまいります。
　

　株主の皆様におかれましては、何卒、一層のご理解とご支援を賜りたくお願い

申し上げます。
　

平成25年５月
　

　 代表取締役社長

　
　 メイテックグループCEO
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事　 業　 報　 告

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

　

１．企業集団の現況に関する事項

　

(1) 事業の経過及びその成果
当連結会計年度（平成24年４月１日～平成25年３月31日）におけるわが国経

済は、第３四半期までは欧州財政問題、中国経済の減速、円高の継続などの要

因により景況の不透明感が高い状態でしたが、第４四半期に入ると新政権によ

る経済対策やデフレ脱却への期待などから、過度な円高が是正され株価も上昇

するなど景気回復の期待が高まりました。

当連結会計年度においては、当社の主要顧客である大手製造業各社で、目先

の経済動向に左右されることなく、次代を見据えた技術開発投資を堅調に持続

される企業が多く見られました。かかる状況下、積極的な採用活動による技術

社員の増員や営業活動強化などにより稼働率を継続して向上することができま

した。

　これらを主因に、連結売上高は、前年同期比33億75百万円増収の703億30百万

円となりました。連結売上原価は、技術社員数の増員による労務費の増加等を

主因に前年同期比17億63百万円増加の516億39百万円、連結販売費及び一般管理

費は、戦略投資の増加等により前年同期比７億７百万円増加の123億37百万円と

なりました。この結果、連結営業利益は前年同期比９億３百万円増益の63億54

百万円、連結経常利益は前年同期比８億95百万円増益の64億27百万円となりま

した。連結当期純利益は、子会社解散に伴う税金費用の一時的な減少等により、

前年同期比31億65百万円増益の59億93百万円となりました。　

　

　事業の種類別セグメントの状況は次の通りであります。

　

①派遣事業

連結売上高の９割超を占める派遣事業、特に中核事業の技術者派遣事業では、

積極的な採用活動の継続により技術社員数の増員が図れました。また、営業活

動強化により、堅調に受注を確保し成約を進められたため、当社単体の稼働率

（全体）は95.4%(前年同期93.2%)となりました。なお、稼働時間は8.88h/day

（前年同期8.83h/day）と安定して推移しました。
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　これらを主因として、派遣事業の売上高は、前年同期比34億54百万円増収の

672億81百万円、営業利益は前年同期比９億18百万円増益の61億44百万円となり

ました。

　

②エンジニアリングソリューション事業

エンジニアリングソリューション事業は、解析関連技術、試作・金型製作・

成型関連の技術サービスおよびプリント基板事業等の技術支援事業を行ってい

ます。

エンジニアリングソリューション事業の売上高は、前年同期比３億44百万円

減収の26億60百万円、営業利益は前年同期比54百万円減益の87百万円となりま

した。

株式会社メイテックCAEは受注減により前年同期比で減収となりましたが、原

価低減を図り、増益となりました。アポロ技研グループは一部顧客からの受注

減少等により営業損失となりました。

　

③グローバル事業

グローバル事業は、中国沿岸部に進出した日系メーカーを対象とした学生人

材育成型紹介事業に取り組んでいます。

グローバル事業の売上高は、前年同期比41百万円増収の69百万円、営業損失

は59百万円(前年同期は70百万円の損失)となりました。

　

④紹介事業

紹介事業は、エンジニアに特化した職業紹介事業および情報ポータルサイト

事業を行っています。

紹介事業の売上高は、前年同期比１億40百万円増収の７億39百万円、営業利

益は前年同期比27百万円増益の１億76百万円となりました。

株式会社メイテックネクストは、取扱求人案件数の増加により、増収増益と

なりました。

（注）1.　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

2.　セグメントの売上高の金額には、セグメント間の内部売上高又は振替高を含んでおり

ます。

　

(2) 設備投資の状況
　当連結会計年度におきましては、主として、社内ネットワーク関連の強化

および整備に対する設備投資を行い、その総額は７億９百万円でありました。
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　また、セグメントごとの設備投資については、派遣事業６億87百万円、エ

ンジニアリングソリューション事業15百万円、紹介事業７百万円でありまし

た。

　上記の設備投資の金額には、ソフトウエアを含めております。

　

(3) 資金調達の状況
　所要資金は自己資金によって賄っております。また、当連結会計年度は、新

株式・社債発行等による資金調達は行っておりません。

　

(4) 対処すべき課題
　当社グループの本業は技術者派遣事業であります。当社グループでは、「共

生と繁栄」の経営理念に基づき、社員に提供する価値を起点として当社グルー

プの企業価値全体を最大化していきます。

　技術者派遣事業における将来の業績については、技術力の高いエンジニア数

とその稼働率の多寡に懸かっています。従いまして、当社グループにおいては、

受注営業、採用・増員、キャリアサポートの業務について、環境変化を適切に

捉えてバランスを取りながら、それぞれの業務を永続して強化し、持続的成長

を実現していくことが最大の課題であると認識しています。

　

①受注営業

　当社グループの本業である技術者派遣事業は、エンジニアのキャリアアップ

を支援する事業でもあります。稼働者数の増強や稼働率の維持・向上を図るた

めの受注量の確保はもちろんの事、エンジニアのキャリアアップの選択肢を拡

げるためにも業務領域を拡大し、機会と場を提供し続けることが最重要であり

ます。従いまして、平時・有事にかかわらず十分な受注を獲得するための「よ

り強い顧客基盤の構築」に取り組んでいます。今後も営業システムの変革を継

続し、営業力の強化に取り組んでいく所存です。

　

②採用・増員

　日本最大の「プロのエンジニア集団」である当社グループにおいては、エン

ジニアを中心とした多くの優秀な人材を確保することが成長力の源泉となりま

す。従いまして、当社グループでは、業界のリーディングカンパニーとしての

信頼性・安心感に基づいたブランドを労働市場に確立していき、採用力を高め

ていきます。今後も、平時・有事の市場環境の変化に対応した効率的な採用・

増員活動に取り組んでいく所存です。
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③キャリアサポート

　日本最大の「プロのエンジニア集団」における品質の維持・向上を図るため

には、一人ひとりのエンジニアのキャリアアップをきめ細やかにサポートして

いく事が必要不可欠であります。これらのキャリアサポートを適時適切に実施

していくために、エンジニアが提供するサービスの品質を「技術力×人間力＝

総合力」と定め、エンジニア主体のキャリアアップ支援の拡大と会社主導のキ

ャリアアップ支援の強化に取り組んでいます。今後も、顧客ニーズの変化や拡

大等を適切に把握して、効率的なキャリアサポートの強化に取り組んでいく所

存です。
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(5) 財産及び損益の状況の推移
①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

区　分

平成22年
３月期

［平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで ］

　

平成23年
３月期

［平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで ］

　

平成24年
３月期

［平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで ］

　

平成25年
３月期

［平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで ］

(当連結会計年度)

売 上 高 (百万円) 53,776  61,790  66,955 70,330

営 業 利 益 (百万円)  △4,928  2,620  5,450 6,354

経 常 利 益 (百万円)  △276  4,588  5,531 6,427

当 期 純 利 益 (百万円)  △904  3,690  2,827 5,993

１株当たり当期純利益(円)  △27.29  111.33  85.45 186.08

総 資 産 (百万円)  47,625  55,714  57,559 58,002

純 資 産 (百万円)  33,443  37,094  37,209 38,422

１株当たり純資産(円)  1,002.57  1,112.68  1,135.09 1,229.61

（注）1.　１株当たり当期純利益は、期中平均株式総数に基づいて算出しております。

2.　「△」は損失を表しております。

　

　

②　当社の財産及び損益の状況の推移

区　分

第37期

［平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで］

　

第38期

［平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで ］

　

第39期

［平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで ］

　

第40期

［平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで ］
(当事業年度)

売 上 高 (百万円) 41,319  48,260 53,188 55,822

営 業 利 益 (百万円)  △2,964  1,724 4,613 5,402

経 常 利 益 (百万円)  822  3,550 4,988 5,698

当 期 純 利 益 (百万円)  53  2,141 2,590 6,056

１株当たり当期純利益(円)  1.61  64.59 78.27 188.04

総 資 産 (百万円)  50,021  56,772 55,504 55,918

純 資 産 (百万円)  33,096  35,176 35,203 36,507

１株当たり純資産(円)  998.36  1,061.94 1,076.45 1,170.20

（注）1.　１株当たり当期純利益は、期中平均株式総数に基づいて算出しております。

2.　「△」は損失を表しております。
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社との関係

　該当事項はありません。

　

②　子会社の状況

名 称 所在地 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

株式会社メイテック
フィルダーズ

東京都港区
百万円 ％ 派遣事業：ミドルレンジの技

術者派遣事業120 100.0

株式会社メイテック
キャスト

東京都港区
百万円 ％ 派遣事業：製造業を主要顧客

とした登録型人材派遣事業100 100.0

アポロ技研株式会社
神奈川県
横浜市都筑区

百万円 ％ エンジニアリングソリューシ
ョン事業：プリント基板設計
を中心としたエンジニアリン
グソリューション事業

311 81.2

上海阿波馬可科技
有限公司

中国上海市

千米ドル ％ エンジニアリングソリューシ
ョン事業：プリント基板設計
を中心としたエンジニアリン
グソリューション事業

525 81.2

株式会社
メイテックCAE

愛知県日進市

百万円 ％ エンジニアリングソリューシ
ョン事業：解析関連技術、及
び試作・金型製作に特化した
エンジニアリングソリューシ
ョン事業

100 100.0

明達科（上海）
科技有限公司

中国上海市
千米ドル ％ グローバル事業：中国におけ

る技術と人材のコンサルテー
ション事業

2,478 100.0

明達科（西安）
科技培訓有限公司

中国陜西省
千米ドル ％ グローバル事業：中国におけ

る人材育成事業1,856 100.0

明達科（成都）
科技培訓有限公司

中国四川省
千米ドル ％ グローバル事業：中国におけ

る人材育成事業1,860 100.0

明達科（上海）
人才服務有限公司

中国上海市

千米ドル ％ グローバル事業：中国におけ
る人材紹介事業、人材コンサ
ルテーション事業、及び採用
代行事業

300 70.0

株式会社メイテック
ネクスト

東京都千代田区
百万円 ％ 紹介事業：エンジニア特化型

の職業紹介事業30 100.0

株式会社
all engineer.jp

東京都千代田区

百万円 ％
紹介事業：インターネットを
通じた情報サービス提供、出
版物の企画・製作・販売、他

70 100.0

（注）1.　議決権比率には間接所有も含まれております。
2.　当連結会計年度において、明達科（広州）科技培訓有限公司及び株式会社ビー・エム・

オー・エーは清算結了いたしました。
　

　

③　重要な企業結合等の状況

　該当事項はありません。
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(7)主要な事業内容（平成25年３月31日現在）
派遣事業

エンジニアリングソリューション事業

グローバル事業

紹介事業

　

(8)主要な拠点等（平成25年３月31日現在）
①　当社

本店 愛知県名古屋市西区康生通二丁目20番地１

東京本社 東京都港区赤坂八丁目５番26号

機能別EC 東京ソリューションセンター（東京都）

名古屋ソリューションセンター（愛知県）

地域別EC 仙台EC（宮城県）、宇都宮EC（栃木県）、高崎EC（群馬県）、

さいたまEC（埼玉県）、水戸EC（茨城県）、筑波EC（茨城県）、

千葉EC（千葉県）、東京EC（東京都）、立川EC（東京都）、

横浜EC（神奈川県）、厚木EC（神奈川県）、湘南EC（神奈川県）、

三島EC（静岡県）、静岡EC（静岡県）、浜松EC（静岡県）、

甲信越EC（長野県）、岡崎EC（愛知県）、豊田EC（愛知県）、

名古屋EC（愛知県）、名古屋南EC（愛知県）、三重EC（三重県）、

岐阜EC（岐阜県）、金沢EC（石川県）、滋賀EC（滋賀県）、

京都EC（京都府）、大阪EC（大阪府）、大阪東EC（大阪府）、

神戸EC（兵庫県）、広島EC（広島県）、福岡EC（福岡県）、

グローバル派遣センター（東京都）

テクノ

センター

厚木テクノセンター（神奈川県）、名古屋テクノセンター（愛知県）、

日進テクノセンター（愛知県）、神戸テクノセンター（兵庫県）

（注）ECとは、エンジニアリングセンターの略称となります。

　

②　子会社等

　子会社等の主要な拠点等につきましては、「（6）重要な親会社及び子会社の

状況　②子会社の状況」に記載の通りであります。
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(9) 従業員の状況（平成25年３月31日現在）
①　企業集団の従業員数

区　分 従 業 員 数 前 期 末 比

派 遣 事 業 7,589名 415名増

エ ン ジ ニ ア リ ン グ ソ
リ ュ ー シ ョ ン 事 業

251名 13名減

グ ロ ー バ ル 事 業 44名 10名増

紹 介 事 業 46名 11名増

　

②　当社の従業員数

区　分 従 業 員 数 前 期 末 比

派 遣 事 業 6,166名 236名増

　

(10)主要な借入先及び借入額
　該当事項はありません。

　

(11)その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項
　 　

①　発行可能株式総数 142,854,400株

②　発行済株式の総数
33,000,000株

（自己株式1,802,520株を含む）

(注)「発行済株式の総数」は平成25年３月に行った自己株式の消却により、前
期末に比べ、1,700,000株減少しております。　　　

③　株主数 7,996名

(前期末比　1,212名増)
　 　
④　大株主（上位10名）

株　主　名 持株数(千株) 持株比率(％)

ス テ ー ト ス ト リ ー ト バ ン ク
アンドトラストカンパニー505223

4,201 13.46

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 1,980 6.34

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信　　　　　 託 　　　　　口）

1,967 6.30

ス テ ー ト ス ト リ ー ト バ ン ク
ア ン ド ト ラ ス ト カ ン パ ニ ー

1,963 6.29

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信　　　　　 託 　　　　　口）

1,312 4.20

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 1,115 3.57

メ イ テ ッ ク 社 員 持 株 会 1,007 3.23

ザ　チェース　マンハッタン　バンク
エヌエイ　ロンドン　エス　エル
オ ム ニ バ ス 　 ア カ ウ ン ト

927 2.97

M S C O 　 C U S T O M E R 　 S E C U R I T I E S 684 2.19

メ ロ ン バ ン ク エ ヌ エ ー
アズエージェントフォーイッツクライアント
メロンオムニバスユーエスペンション

633 2.03

（注）　当社は、自己株式1,802,520株を保有しておりますが、当該株式には議決権がないため上
記大株主から除いております。また、持株比率は、自己株式を控除して計算しておりま
す。

　

３．会社の新株予約権等に関する事項
　
　特記すべき事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成25年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長
にし

西
もと

本
こう

甲
すけ

介

メイテックグループCEO
メイテックCEO兼COO
内部監査室・CSR室・新会社設立準備室・
株式会社メイテックキャスト・
グローバル事業担当
明達科（上海）科技有限公司董事長
明達科（上海）人才服務有限公司董事長
明達科（西安）科技培訓有限公司董事長
明達科（成都）科技培訓有限公司董事長
一般社団法人日本エンジニアリング
アウトソーシング協会代表理事
株式会社メイテックキャスト取締役

取 締 役
こく

國
ぶん

分
ひで

秀
よ

世

執行役員
キャリアサポート部門・業務企画部門・
BPM部・業務サポート部・　
アポロ技研株式会社担当
株式会社メイテックフィルダーズ取締役
株式会社メイテックCAE取締役
アポロ技研株式会社取締役
株式会社all engineer.jp取締役

取 締 役
よね

米
だ

田 　
ひろし

洋

株式会社メイテックフィルダーズ・
株式会社メイテックネクスト担当　
株式会社メイテックフィルダーズ
代表取締役社長
株式会社メイテックネクスト取締役

取 締 役
なか

中
じま

島
きよ

清
まさ

雅

執行役員
採用部門・
株式会社all engineer.jp担当
株式会社all engineer.jp
代表取締役社長
株式会社メイテックフィルダーズ取締役
株式会社メイテックネクスト取締役　

取 締 役
うえ

上
むら

村
まさ

正
と

人

執行役員
経営情報部・経理部担当
経営情報部長
アポロ技研株式会社取締役　

取 締 役
なが

永
さか

坂
ひで

英
のり

宣

執行役員
事業部門統括
営業推進部・グローバル派遣センター・
株式会社メイテックCAE担当
営業推進部長
株式会社メイテックキャスト取締役
株式会社メイテックCAE取締役　
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地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役
し

清
みず

水
み

三
な

七
お

雄
弁護士
(清水三七雄法律事務所）　

取 締 役
きし

岸 　
ひろ

博
ゆき

幸

慶應義塾大学大学院メディアデザイン
研究科教授
エイベックス・マーケティング株式会社
取締役　

監 査 役
ふか

深
い

井 　
まこと

慎 (常勤)

監 査 役
さい

齋
とう

藤
まさ

雅
とし

俊
税理士
(税理士齋藤雅俊事務所)

監 査 役
わた

渡
なべ

部 　
ひろし

博
公認会計士
(公認会計士渡部博事務所)

（注）１．取締役のうち、清水三七雄、岸博幸の両氏は、社外取締役であります。
２．監査役　深井慎、齋藤雅俊、渡部博の３氏は、社外監査役であります。
３．取締役　清水三七雄氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はあ

りません。
４．取締役　岸博幸氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はありま

せん。
５．監査役　齋藤雅俊氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はあり

ません。
６．監査役　渡部博氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はありま

せん。
７．社外取締役である清水三七雄、岸博幸の両氏、並びに社外監査役である深井慎、齋藤

雅俊、渡部博の３氏は、株式会社東京証券取引所の規定する独立役員であります。
８．監査役　深井慎氏は、金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有するものであります。
９．監査役　齋藤雅俊氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。
10．監査役　渡部博氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。
11．当期中の取締役及び監査役の異動はありません。
12．当社は、平成15年４月１日より執行役員制度を導入しております。平成25年３月31日

現在の執行役員は下記の通りです。

区　分 氏　名

代表取締役社長
CEO（最高経営責任者）兼
COO（最高業務執行責任者）

西本甲介

取締役　執行役員 國分秀世、中島清雅、上村正人、永坂英宣

執行役員
中川弘市、寒川淳、矢部哲也、山田浩、
伊藤圭介、日髙裕成、清水園江　



－ 13 －

(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区　分 員　数 報 酬 等 の 額

取 締 役（うち社外取締役） ８名（２名） 209百万円（13百万円）

監 査 役（うち社外監査役） ３名（３名） 35百万円（35百万円）

合　　　計 11名 244百万円
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(3) 取締役及び監査役の報酬額等又はその算定方法に係る決定に関す

る事項
①方針の決定方法

　当社の役員報酬制度の方針は取締役会にて決定しております。具体的な

役員報酬額については平成22年６月24日開催の第37回定時株主総会にて承

認されております。

②方針の概要

a．当社の役員報酬制度の方針は以下の通りです。

・　役員報酬の決定プロセスを明確化し、それを公開することにより、経

営の透明化を高め、コーポレートガバナンスの強化をはかる。

・　監査役の独立性を高め、コーポレートガバナンスの強化をはかる。

・　役員報酬の業績連動率を高め、経営責任を明確にすると同時に、企業

価値向上に対する役員のインセンティブを高める。

b．平成22年６月24日開催の第37回定時株主総会にて承認された役員報酬額

は以下の通りです。

・　個別の役員報酬額

CEO（最高経営責任者）　　：月額　3,000千円以内

COO（最高業務執行責任者）：月額　2,500千円以内

取締役　　　　　　　　　 ：月額　2,000千円以内

社外取締役　　　　　　　 ：月額　　500千円以内

常勤監査役　　　　　　　 ：月額　2,000千円以内

非常勤監査役　　　　　　 ：月額　　500千円以内
（注）１．CEOとCOOを兼務する場合は、CEOの報酬額を適用する。

２．個別の役員報酬額は、上記「個別の役員報酬額」に定める範囲内で、取締役に
ついては取締役会決議、監査役については監査役の協議により決定する。

３．該当期における連結営業利益の額が100億円を下回り、かつ、連結営業利益率
（連結営業利益÷連結売上高）が10％を下回った場合には、次年度における監
査役を除く個別の役員報酬額を上記２.に基づき取締役会で定めた額より一律
10％減額する。

４．諸手当として、通勤、転勤に関する手当てを別途支給する。
５．使用人を兼務する取締役は、使用人分の給与を含む。（使用人を兼務する取締

役の使用人分の賞与は支給しない。）

・　業績連動役員報酬

連結当期純利益（業績連動役員報酬を含まない）金額の２％に該当す

る金額の100万円以下を切り捨てた金額を業績連動役員報酬の総額（う

ち社外取締役は１名あたり600万円以内）とし、各取締役の個別の業績

に基づいて分配します。

c．役員退職慰労金制度は、平成14年３月期に廃止しております。

d．子会社の役員を兼務する取締役の当該子会社からの報酬は原則無報酬と

しております。

e．監査役の独立性を保つため、監査役には業績連動役員報酬を支給しませ

ん。

f．個別の役員報酬の額については、平成15年６月24日開催の第30回定時株

主総会以降、開示を行っています。
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(4) 社外役員に関する事項
① 社外役員の重要な兼職先と当社との関係

　重要な兼職の状況等につきましては、「４．会社役員に関する事項(1)取締

役及び監査役の氏名等」に記載の通りであります。

　

② 当事業年度における主な活動状況

氏　　名 出席の状況 主な活動状況

し

清
みず

水
み

三
な

七
お

雄
（社外取締役）

取締役会 100％
（17回中17回）

豊富な経験と見識から、必要に応じ
適切な助言、提言等の意見表明を行
っております。

きし

岸　　
ひろ

博
ゆき

幸
（社外取締役）

取締役会  76％
（17回中13回）

豊富な経験と見識から、必要に応じ
適切な助言、提言等の意見表明を行
っております。

ふか

深
い

井　　
まこと

慎
（社外監査役）

取締役会 100％
（17回中17回）
監査役会 100％
（14回中14回）

取締役会では適宜質問し、必要に応
じ適切な助言、提言等を行い、また
監査役会では常勤監査役として各監
査役に対し監査状況の報告や意見を
述べております。

さい

齋
とう

藤　
まさ

雅
とし

俊
（社外監査役）

取締役会 100％
（17回中17回）
監査役会 100％
（14回中14回）

特に財務、会計及び税務の視点から、
必要に応じ適切な助言、提言等の意
見表明を行っております。

わた

渡
なべ

部　　
ひろし

博
（社外監査役）

取締役会 100％
（17回中17回）
監査役会 100％
（14回中14回）

特に財務及び会計の視点から、必要
に応じ適切な助言、提言等の意見表
明を行っております。

　

③ 責任限定契約の内容の概要

　当社は、各社外取締役及び各社外監査役と会社法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任限度額

は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額であります。
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称
有限責任監査法人トーマツ

　

(2) 当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

項　　　　目 支払額

① 当社が支払うべき報酬等の額 48,000千円

②
当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

50,000千円

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記

の金額にはこれらの合計額を記載しております。

　

(3) 非監査業務の内容
　当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非

監査業務）を委託しておりません。

　

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると判断したときは、

会計監査人を解任する方針です。また、会計監査人が関係諸法令等に照らして

適格性において問題があると判断したときは、会計監査人を再任せず、他の適

切な監査法人を選定して会計監査人選任議案を株主総会に諮る方針です。
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６．会社の体制及び方針
　

　当社は、取締役会において会社法に基づく内部統制システムに係る基本方針

を決議しています。これに基づく当社の内部統制システムの基本方針は以下の

通りです。

　

会社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備に関する

基本方針

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

（会社法第362条第４項第６号、会社法施行規則第100条第１項第４号、企

業が反社会的勢力による被害を防止するための指針）

　社会との関わりの中で、法令及び定款を遵守し、社会倫理に反すること

なく健全で透明度の高い経営を行い、企業価値の向上が図られるよう、当

社グループの事業特性や規模等に相応しい効果的なガバナンス体制及びモ

ニタリング体制を構築する。

　経営理念、社員行動憲章、社員行動規範等を制定し、役職員に対する周

知徹底を図り、法令、定款及び社内規程等を遵守し、公正かつ理性ある行

動を実践する。

　通報者の人事上の保護に徹したメイテックグループ・ヘルプライン制度

の設置及び周知を通じて、不正行為等の早期発見、是正に努める。

　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切の

関係を遮断するとともに、これら反社会的勢力に対しては、代表取締役等

の経営トップ以下グループ全体が毅然とした態度で対応する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（会社法施行規則第100条第１項第１号）

　法令、定款及び社内規程等の定めに従い、取締役の職務の執行に係る情

報を適時適切に記録・保存・管理し、必要に応じて自発的に社内規程等を

見直す。

(3) 損失の危険（リスク）の管理に関する体制

（会社法施行規則第100条第１項第２号）

　当社並びにグループ会社の事業遂行から生じる損失の危険（リスク）を

網羅的・体系的に収集し、その動向を的確にモニタリングするとともに、

そのリスクの軽重に応じた適時適切な対策を講じる等、継続して経営の安

全性の維持・向上に努める。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（会社法施行規則第100条第１項第３号）

　各取締役が適切に職務執行と監督の責任を分担し、社内規程等に則った

権限委譲を行うことで意思決定の迅速化を図るとともに、事業計画等を策

定し明確な目標を定め、それに基づく適切な業務運営や進捗管理を実施し、

必要に応じて目標を見直す等により、取締役の職務執行を効率的に行う。

(5) 監査役の職務を補助する使用人に関する体制及び当該使用人の取締役から

の独立性を確保するための体制

（会社法施行規則第100条第３項第１号、第２号）

　監査役の監査の実効性を高めるため、業務執行機能から独立した専属の

使用人で構成される監査役室を設置する。

　監査役の職務を補助すべき専属の使用人に係る人事評価・異動について

は、監査役の意向を最大限尊重するため、監査役の同意の下に行う。

(6) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制及びその他監査役の監

査が実効的に行われることを確保するための体制

（会社法施行規則第100条第３項第３号、第４号）

　取締役及び使用人が監査役に対して適切に報告する体制を整備するとと

もに、監査役に、取締役会の他、全ての会議への参加権限を付与し、かつ、

意思決定や業務執行に係る重要な情報を開示する等により、職務執行の適

法性や内部統制システムの構築・運用状況の相当性について、実効的に監

査される体制を構築する。

　代表取締役及び内部監査担当部署が、定期或いは必要に応じて随時、監

査役と意見交換を行う等、内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

が深められる体制を整備する。

　取締役及び使用人が監査役からの調査またはヒアリングの要請に協力す

る等、継続して監査役による監査機能の実効性の向上に努める。

(7) 当該株式会社並びに企業集団における業務の適正を確保するための体制

（会社法施行規則第100条第１項第５号）

　各グループ会社が自主独立の精神をもって事業の発展を図ることを尊重

しつつ、当社グループ全体の業務の適正を確保するために、各グループ会

社に対して、上記(1)～(6)の基本方針を徹底する。
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７．剰余金の配当等の決定に関する方針
　

　当社は持続的な成長の実現を通じて、中長期的に株主還元の最大化を目指して

参ります。利益配分に関する当社の基本的な考え方は業績に基づいた成果配分で

す。中長期的に株主還元の最大化を目指す観点から、大型の資金需要が予定され

ていない場合、配当及び自己株式取得による株主還元額は総還元性向100％以内を

原則といたします。

　配当については配当性向を50％以上とし、中間配当・期末配当の年２回実施い

たします。なお、配当の最低水準は連結株主資本配当率（DOE）５％といたします。

　また、当社のグループ・キャッシュ・マネージメントは事業継続に必要な自己

資金を月商３ヵ月分とすることを前提としています。よって、自己株式の取得に

ついては、前期末時点の連結キャッシュ・ポジションが月商３ヵ月分を上回り、

大型の資金需要が予定されていない場合に、月商３ヵ月分を上回る資金を取得原

資とし、総還元性向を勘案して実施いたします。

　取得後の自己株式については2,000,000株を上限として継続保有いたします。な

お、取得し保有する自己株式のうち、2,000,000株を超える部分は当期末までに消

却いたします。

（注）

・総還元性向＝年間の株主還元額÷連結当期純利益

年間の株主還元額＝配当金総額（中間配当＋期末配当）＋期中の自己株式取得額

・配当性向＝配当金総額（中間配当＋期末配当）÷連結当期純利益

・連結株主資本配当率（DOE）＝配当÷連結株主資本

・月商３ヵ月分＝「必要運転資金（ワーキング・キャピタル）*：連結売上高の月商２ヵ月分」

＋「財務基盤強化資金（平成22年３月期に相当する危機的な市場環境になった際の事業継

続資金）：連結売上高の月商１ヵ月分」

　　　*　必要運転資金（ワーキング・キャピタル）は売掛金等を基準に設定

※　自己株式は、経営計画の目標達成等に向けて、今後の成長戦略の実行と成長に伴うリス

クに対処していく機動的な財務政策を可能とするために保有します。

　

　　

　

　

本事業報告中の記載金額及び株式数等は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成25年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

Ⅰ流 動 資 産

　 現 金 及 び 預 金

　 受取手形及び売掛金

　 仕 掛 品

　 繰 延 税 金 資 産

　 未収還付法人税等

　 そ の 他

　 貸 倒 引 当 金

Ⅱ固 定 資 産

1有 形 固 定 資 産

　 建 物 及 び 構 築 物

　 工具、器具及び備品

　 土 地

　 建 設 仮 勘 定

　 そ の 他

2無 形 固 定 資 産

　 ソ フ ト ウ ェ ア

　 ソフトウェア仮勘定

　 そ の 他

3投資その他の資産

　 投 資 有 価 証 券

　 繰 延 税 金 資 産

　 そ の 他

　 貸 倒 引 当 金

41,802,406

26,592,997

10,887,556

286,234

2,490,466

663,796

892,024

△10,670

16,199,770

10,908,556

6,858,455

278,199

3,584,867

116,519

70,515

1,027,245

686,560

259,600

81,084

4,263,967

137,140

3,510,804

639,732

△23,709

Ⅰ流 動 負 債 9,683,754

　 買 掛 金 104,196

　 未 払 費 用 2,610,457

　 未 払 法 人 税 等 296,558

　 未 払 消 費 税 等 649,390

　 役 員 賞 与 引 当 金 125,644

　 賞 与 引 当 金 4,662,319

　 そ の 他 1,235,188

Ⅱ固 定 負 債 9,895,824

　 再評価に係る繰延税金負債 37,366

　 退 職 給 付 引 当 金 9,843,318

　 そ の 他 15,138

負 債 合 計 19,579,578

純 資 産 の 部

Ⅰ株 主 資 本 39,264,288

資 本 金 16,825,881

資 本 剰 余 金 9,299,905

利 益 剰 余 金 17,425,800

自 己 株 式 △4,287,298

Ⅱその他の包括利益累計額 △903,336

その他有価証券評価差額金 6,378

土地再評価差額金 △878,313

為替換算調整勘定 △31,401

Ⅲ少 数 株 主 持 分 61,645

純 資 産 合 計 38,422,597

資 産 合 計 58,002,176 負 債 純 資 産 合 計 58,002,176

　（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

Ⅰ 売 上 高 　 70,330,667

Ⅱ 売 上 原 価 　 51,639,012

　 売 上 総 利 益 　 18,691,655

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 12,337,497

　 営 業 利 益 　 6,354,158

Ⅳ 営 業 外 収 益 　 　

　 受 取 利 息 6,916 　

　 受 取 配 当 金 5,024 　

　 受 取 賃 貸 料 9,823 　

　 貸 倒 引 当 金 戻 入 額 51,177 　

　 そ の 他 24,433 97,375

Ⅴ 営 業 外 費 用 　 　

　 コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 5,220 　

　 投 資 事 業 組 合 運 用 損 9,166 　

　 そ の 他 9,732 24,119

　 経 常 利 益 　 6,427,414

Ⅵ 特 別 利 益 　 　

　 投 資 有 価 証 券 売 却 益 10,695 　

　 受 取 和 解 金 47,903 58,599

Ⅶ 特 別 損 失 　 　

　 減 損 損 失 202,406 　

　 そ の 他 13,058 215,465

　 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 6,270,548

　 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 914,467 　

　 法 人 税 等 調 整 額 △633,866 280,600

　 少数株主損益調整前当期純利益 　 5,989,948

　 少 数 株 主 損 失 　 △3,235

　 当 期 純 利 益 　 5,993,183

　（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

（単位：千円）

　
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度
期 首 残 高

16,825,881 13,343,429 13,378,463 △5,530,419 38,017,355

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 ― ― △1,945,846 ― △1,945,846

当 期 純 利 益 ― ― 5,993,183 ― 5,993,183

自己株式の取得 ― ― ― △2,800,516 △2,800,516

自己株式の消却 ― △4,043,454 ― 4,043,454 ―

自己株式の処分 ― △69 ― 182 113

株主資本以外の項目の連結
会 計 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 ― △4,043,523 4,047,337 1,243,120 1,246,933

当 連 結 会 計 年 度
期 末 残 高

16,825,881 9,299,905 17,425,800 △4,287,298 39,264,288
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（単位：千円）

　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価
差 額 金

為替換算
調整勘定

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 連 結 会 計 年 度
期 首 残 高

12,979 △878,313 △30,644 △895,978 87,961 37,209,338

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 ― ― ― ― ― △1,945,846

当 期 純 利 益 ― ― ― ― ― 5,993,183

自己株式の取得 ― ― ― ― ― △2,800,516

自己株式の消却 ― ― ― ― ― ―

自己株式の処分 ― ― ― ― ― 113

株主資本以外の項目の連結
会 計 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

△6,601 ― △756 △7,357 △26,316 △33,674

連結会計年度中の変動額合計 △6,601 ― △756 △7,357 △26,316 1,213,259

当 連 結 会 計 年 度
期 末 残 高

6,378 △878,313 △31,401 △903,336 61,645 38,422,597

　（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
　
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数 11社

(2)連結子会社の名称　

株式会社メイテックフィルダーズ

株式会社メイテックキャスト

アポロ技研株式会社

上海阿波馬可科技有限公司

株式会社メイテックCAE

明達科（上海）科技有限公司

明達科（西安）科技培訓有限公司

明達科（成都）科技培訓有限公司

明達科（上海）人才服務有限公司

株式会社メイテックネクスト

株式会社all engineer.jp

　なお、前連結会計年度において連結子会社でありました株式会社ビ

ー・エム・オー・エーについては、当連結会計年度中に清算が結了し

たため、損益計算書のみを連結しております。また、前連結会計年度

において非連結子会社でありました明達科（広州）科技培訓有限公司

は、当連結会計年度中に清算が結了しております。

 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりでありま

す。

会社名 決算日

上海阿波馬可科技有限公司 12月31日　＊１

明達科(上海)科技有限公司 12月31日　＊１

明達科(西安)科技培訓有限公司 12月31日　＊１

明達科(成都)科技培訓有限公司 12月31日　＊１

明達科(上海)人才服務有限公司 12月31日　＊１

＊１：連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。　
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３．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用
しております。
時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。

②たな卸資産

仕掛品　

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

（ただし、一部の建物及び在外子会社については定額法によって

おります。)

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ７～50年

工具、器具及び備品 ２～15年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づいております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。　

④長期前払費用

定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度末におけ

る業績を勘案した支給見込額に基づき、計上しております。

③賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計

上しております。

④退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生連結会計年度から費用処理しておりま

す。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子
会社等の資産及び負債は、当該会社の会計年度末の直物為替相場に
より円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主
持分に含めております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

      のれんの償却については、20年以内の年数にわたり均等償却を行っ

ております。

 　

(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）
（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度の
平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法
人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これにより、当連
結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える
影響は軽微であります。

　
（表示方法の変更）

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において無形固定資産の「その他」に含めておりました

「ソフトウェア仮勘定」53,728千円は、重要性が増したため、当連結会

計年度より独立掲記することとしました。

　

（連結損益計算書）

前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含めておりました「受

取賃貸料」10,741千円は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、

当連結会計年度より独立掲記することとしました。　

　

前連結会計年度において独立掲記しておりました特別損失の「賃貸借契

約解約損」1,875千円（当連結会計年度2,407千円）は、当連結会計年度

において特別損失の総額の100分の10以下となったため、特別損失の「そ

の他」に含めて組替表示しております。

　

前連結会計年度において独立掲記しておりました特別損失の「固定資産

除却損」2,606千円（当連結会計年度9,677千円）は、当連結会計年度に

おいて特別損失の総額の100分の10以下となったため、特別損失の「その

他」に含めて組替表示しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）

　１．控除されている有形固定資産の減価償却累計額 14,832,178千円

　

　２．土地再評価　

　　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）

及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年

３月31日改正）に基づき事業用の土地の再評価を行い、再評価に係る

繰延税金負債を負債の部に計上し、当該評価差額に係る税金相当額を

控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しておりま

す。

・再評価を行った年月日…平成12年３月31日

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日

公布　政令第119号）第２条第４号に定める地価税法

（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課

税価格の計算の基礎となる土地の価額を算出するため

に国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価

額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って

算出しております。

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額
△1,604,152千円

　

　３．連結会計年度末日満期手形

　　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度の

末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして

処理しております。当連結会計年度末日満期手形の金額は、次のとお

りであります。

    　

  受取手形 5,364千円

　

　４．貸出コミットメント契約

  当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行５行及び取引生保１社と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。当連結会計年度末における貸出コミット

メント契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

  貸出コミットメントの総額 3,000,000千円

  借入実行残高 －千円

  差引額 3,000,000千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 ………………… 33,000,000株

　

２．新株予約権に関する事項

区分
新株予約権

の内訳

新株予約権の

目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（千円）

当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

当社

ストック・

オプション

としての

新株予約権

 

　

―

 

 

 

―

　

 合計 ― ―

　
３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

  

決議

　

株式の

種類

配当金の

総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月21日

定時株主総会
普通株式 964,746 29.50 平成24年３月31日 平成24年６月22日

平成24年11月８日

取締役会
普通株式 981,099 30.00 平成24年９月30日 平成24年11月30日

　　

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌

連結会計年度となるもの

決議
株式の

種類

配当金の

総額

（千円）

配当の

原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月20日

定時株主総会
普通株式 2,152,626

利益

剰余金
69.00

平成25年

３月31日

平成25年

６月21日
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、所要資
金を自己資金によってまかなっておりますので、特段の資金調達を行っ
ておりません。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信調査等を含めた営
業管理規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券
は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を
行っております。
　

２．金融商品の時価等に関する事項
平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価、及びこれらの
差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが
極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません（（注）２
参照）。
　

　
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 26,592,997 26,592,997 －

(2）受取手形及び売掛金 10,887,556 10,887,556 －

(3）未収還付法人税等 663,796 663,796 －

(4）投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 53,880 53,880 －

(5）買掛金 (104,196) (104,196) －

(6）未払法人税等 (296,558) (296,558) －

(7）未払消費税等 (649,390) (649,390) －

　注　負債に計上されているものについては、（）で示しております。
　
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、並びに（3）未収還
付法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し
いことから、当該帳簿価額によっております。

（4）投資有価証券
これらの時価については、株式は取引所の価格によっておりま
す。
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（5）買掛金、（6）未払法人税等、並びに（7）未払消費税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し
いことから、当該帳簿価額によっております。　

　　　２．非上場株式及び投資事業組合(連結貸借対照表計上額83,260千円)は、
市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどがで
きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（4）投
資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。 

　
（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,229円61銭
　 　
２．１株当たり当期純利益 186円08銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成25年５月７日　

　株式会社メイテック 　

　取締役会　御中 　

　 有限責任監査法人トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 平 野 　 満 印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 武 井 雄 次 印

　

　　
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社メイテックの平成24年４

月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　
連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社メイテック及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。
　

以　上　
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貸　借　対　照　表
（平成25年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

Ⅰ流 動 資 産

　現 金 及 び 預 金

　売 掛 金

　仕 掛 品

　前 払 費 用

　繰 延 税 金 資 産

　関係会社短期貸付金

　未収還付法人税等

　そ の 他

　貸 倒 引 当 金

Ⅱ固 定 資 産

1有 形 固 定 資 産

　建 物

　構 築 物

　機 械 及 び 装 置

　工具、器具及び備品

　土 地

　建 設 仮 勘 定

　そ の 他

2無 形 固 定 資 産

　ソ フ ト ウ ェ ア

　ソフトウェア仮勘定

　そ の 他

3投資その他の資産

　投 資 有 価 証 券

　関 係 会 社 株 式

　関 係 会 社 出 資 金

　関係会社長期貸付金

　繰 延 税 金 資 産

　差 入 保 証 金

　そ の 他

　貸 倒 引 当 金

38,094,722

25,281,098

8,886,118

223,205

268,588

2,111,592

30,000

663,796

637,210

△6,888

17,823,658

10,878,386

6,780,636

69,511

6,409

259,660

3,582,544

116,519

63,104

906,807

585,353

259,290

62,163

6,038,464

137,140

1,510,116

207,381

125,000

3,504,586

548,222

25,928

△19,912

Ⅰ流 動 負 債 9,501,430

　未 払 金 491,680

　未 払 費 用 2,072,315

　未 払 消 費 税 等 498,961

　関 係 会 社 預 り 金 1,883,798

　役 員 賞 与 引 当 金 122,000

　賞 与 引 当 金 3,778,849

　そ の 他 653,825

Ⅱ固 定 負 債 9,909,516

　再評価に係る繰延税金負債 37,366

　退 職 給 付 引 当 金 9,816,128

　投 資 損 失 引 当 金 45,228

　そ の 他 10,792

負 債 合 計 19,410,947

純 資 産 の 部

Ⅰ株 主 資 本 37,379,368

1資 本 金 16,825,881

2資 本 剰 余 金 9,299,905

(1)資 本 準 備 金 4,210,000

(2)その他資本剰余金 5,089,905

3利 益 剰 余 金 15,540,880

　その他利益剰余金 15,540,880

　 繰越利益剰余金 15,540,880

4自 己 株 式 △4,287,298

Ⅱ評価 ･換算差額等 △871,935

　その他有価証券評価差額金 6,378

　土地再評価差額金 △878,313

純 資 産 合 計 36,507,433

資 産 合 計 55,918,380 負 債 純 資 産 合 計 55,918,380

　（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

Ⅰ売 上 高 　 55,822,651

Ⅱ売 上 原 価 　 41,240,611

　 売 上 総 利 益 　 14,582,040

Ⅲ販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 9,179,216

　 営 業 利 益 　 5,402,824

Ⅳ営 業 外 収 益 　 　

　 受 取 利 息 7,632 　

　 受 取 配 当 金 268,854 　

　 そ の 他 38,198 314,685

Ⅴ営 業 外 費 用 　 　

　 支 払 利 息 692 　

　 コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 5,220 　

　 投 資 事 業 組 合 運 用 損 9,166 　

　 そ の 他 4,004 19,084

　 経 常 利 益 　 5,698,425

Ⅵ特 別 利 益 　 　

　 投 資 有 価 証 券 売 却 益 9,814 　

　 子 会 社 清 算 益 451,582 　

　 そ の 他 673 462,070

Ⅶ特 別 損 失 　 　

　 減 損 損 失 200,882 　

　 投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 20,180 　

　 そ の 他 7,080 228,143

　税 引 前 当 期 純 利 益 　 5,932,351

　 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 443,277 　

　 法 人 税 等 調 整 額 △567,323 △124,045

　当 期 純 利 益 　 6,056,397

　（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

（単位：千円）

　

株 主 資 本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金合計

当 期 首 残 高 16,825,881 4,210,000 9,133,429 13,343,429

事 業 年 度 中 の 変 動 額 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ―

当 期 純 利 益 ― ― ― ―

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ―

自 己 株 式 の 消 却 ― ― △4,043,454 △4,043,454

自 己 株 式 の 処 分 ― ― △69 △69

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 ― ― △4,043,523 △4,043,523

当 期 末 残 高 16,825,881 4,210,000 5,089,905 9,299,905
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（単位：千円）

　

株 主 資 本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 11,430,328 △5,530,419 36,069,220

事 業 年 度 中 の 変 動 額 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 △1,945,846 ― △1,945,846

当 期 純 利 益 6,056,397 ― 6,056,397

自 己 株 式 の 取 得 ― △2,800,516 △2,800,516

自 己 株 式 の 消 却 ― 4,043,454 ―

自 己 株 式 の 処 分 ― 182 113

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

― ― ―

事業年度中の変動額合計 4,110,551 1,243,120 1,310,147

当 期 末 残 高 15,540,880 △4,287,298 37,379,368
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（単位：千円）

　

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 12,626 △878,313 △865,686 35,203,534

事 業 年 度 中 の 変 動 額 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― △1,945,846

当 期 純 利 益 ― ― ― 6,056,397

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △2,800,516

自 己 株 式 の 消 却 ― ― ― ―

自 己 株 式 の 処 分 ― ― ― 113

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

△6,248 ― △6,248 △6,248

事業年度中の変動額合計 △6,248 ― △6,248 1,303,899

当 期 末 残 高 6,378 △878,313 △871,935 36,507,433

　（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

　①子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

なお、実質価額が期末直前の貸借対照表価額と比較して著しく下落

している銘柄については、回復可能性の判定を行った上で、評価減

を実施しております。　

　②その他有価証券

時価のあるもの

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。　

(2) たな卸資産

　仕掛品　

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）を採用しております。

　

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

（ただし、一部の建物については定額法によっております。）

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ７～50年

工具、器具及び備品 ２～15年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づいております。



－ 39 －

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。

(4) 長期前払費用

定額法を採用しております。

　

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度末における業績を

勘案した支給見込額に基づき、計上しております。

(3) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上し

ております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生事業年度から費用処理しております。　　

(5) 投資損失引当金

子会社への投資等に対する損失に備えるため、当該会社の財政状態等

を勘案して必要と認められる額を計上しております。

　

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、事業年度末の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。　
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５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　

（会計方針の変更）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度の平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。これにより、当事業年度の営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

　

（表示方法の変更）

（貸借対照表）

前事業年度において独立掲記しておりました無形固定資産の「電話加入

権」62,163千円(当事業年度62,163千円)は、当事業年度において総資産

の総額の100分の１以下が継続しており、重要性がないため、無形固定資

産の「その他」に含めて組替表示しております。

（損益計算書）

前事業年度において独立掲記しておりました特別損失の「固定資産除却

損」2,045千円（当事業年度6,106千円）は、当事業年度において特別損

失の総額の100分の10以下が継続しており、重要性がないため、特別損失

の「その他」に含めて組替表示しております。
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（貸借対照表に関する注記）

１．控除されている有形固定資産の減価償却累計額  14,681,290千円

　

２．土地再評価

    「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及

び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月

31日改正）に基づき事業用の土地の再評価を行い、再評価に係る繰延税

金負債を負債の部に計上し、当該評価差額に係る税金相当額を控除した

金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。

　　　・再評価を行った年月日…平成12年３月31日

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日

公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法（平

成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価

格の計算の基礎となる土地の価額を算出するために国

税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に

基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出

しております。

・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額
△1,604,152千円
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３．貸出コミットメント契約

当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行５行及び取引生保１社と貸出コミットメント契

約を締結しております。当事業年度末における貸出コミットメント契約

に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,000,000千円

　

４．関係会社に対する金銭債権・債務

金銭債権 短期 193,320 千円
　 長期 132,606 千円
金銭債務　 短期　 1,990,384 千円

　 長期 961 千円
　
（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高 　 　
営業取引による取引高 　 　
売上高 10,349 千円
仕入高
その他の営業費用　

424,243
215,113

千円
千円
　

営業外取引による取引高 　 　
受取賃貸料 15,756 千円
受取利息 1,057 千円
支払利息 692 千円

　
（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 1,802,520 株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 　

繰延税金資産 　

賞与引当金 1,406,302千円

賞与引当金に係る法定福利費 195,007千円

退職給付引当金 3,484,725千円

投資有価証券評価損 30,499千円

関係会社株式及び出資金評価損 457,326千円

土地再評価差額金 559,837千円

繰越欠損金 487,829千円

その他 129,713千円

繰延税金資産小計 6,751,242千円

評価性引当額 1,106,865千円

繰延税金資産合計 5,644,376千円

　 　

繰延税金負債 　

未収事業税 28,197千円

土地再評価差額金 37,366千円

繰延税金負債合計 65,564千円

繰延税金資産の純額 5,578,812千円

　

（注）　当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目
に含まれております。

　 　

流動資産－繰延税金資産 2,111,592千円

固定資産－繰延税金資産 3,504,586千円

固定負債－再評価に係る繰延税金負債 37,366千円

　
（リースにより使用する固定資産に関する注記）

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務所建物の附属設備等の一部につ
いては、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
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（関連当事者との取引に関する注記）

属性 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社
㈱メイテック
フィルダーズ

直接 資金集中管理 資金集中 6,966,846 関係会社預り金 1,718,915

　 （注1） 100.0％ 　 支払利息 628 　 　

子会社
㈱メイテック
キャスト

直接 資金集中管理 資金集中 1,626,319 関係会社預り金 164,883

　 （注1） 100.0％ 　 資金返済
　 50,000 　 　

　 　 　  支払利息 64   

子会社 アポロ技研㈱ 直接 資金貸付 資金返済 10,000
関係会社長期貸付
金

125,000

　 （注1）  81.2％ 　 受取利息 981 　 　

子会社
明達科(上海)
科技有限公司

直接 出資　
増資の
引受　

63,877 - -

　 　 100.0％ 　 　 　 　 　

子会社
明達科(西安)
科技培訓有限
公司

直接 出資　
増資の
引受

28,344 - -

　 　 100.0％ 　 　 　 　 　

子会社
明達科(成都)
科技培訓有限
公司

直接 出資　
増資の
引受　

27,043 - -

　 　 100.0％ 　 　 　 　 　

子会社 (株)all
engineer.jp

直接 資金貸付 資金貸付 30,000 関係会社貸付金 30,000

　 （注1） 100.0％ 　 受取利息 75 　 　

　(注１)　関係会社に対する資金の資金貸付及び資金集中については、市場金利
を勘案して決定しており、担保は受け入れておりません。

　(注２)　取引金額及び期末残高には消費税等を含めておりません。

　
（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,170円20銭
　 　
２．１株当たり当期純利益 188円04銭

　
　記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書　謄本

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成25年５月７日　

　株式会社メイテック 　

　取締役会　御中 　

　 有限責任監査法人トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 平 野 　 満 印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 武 井 雄 次 印

　

　　
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社メイテックの平成

24年４月１日から平成25年３月31日までの第40期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査
を行った。

　
計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　

　 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。
監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類
及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。
　　

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

　 監　査　報　告　書 　

　　当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第40期事業年度の取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全
員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、監査の方針、職務の分担等
に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査
の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用
人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決
裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものと
して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議
の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締
役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上
の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたし
ました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1)　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ
いても、指摘すべき事項は認められません。

(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

(3)　連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

　

　平成25年５月９日 　

　 株 式 会 社 メ イ テ ッ ク 　 監 査 役 会　

　

常勤社外監査役 深 井 　 慎

社外監査役 齋 藤 雅 俊

社外監査役 渡 部 　 博
　

　

以　上
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【株式に関するお手続きについて】

　

○特別口座に記録された株式

お手続き、ご照会等の内容 お問合せ先

○特別口座から一般口座への振

替請求

○単元未満株式の買取（買増）

請求

○住所・氏名等のご変更

○特別口座の残高照会

○配当金の受領方法の指定

（＊）

特 別 口 座 の

口 座 管 理

機 関

三菱UFJ信託銀行株式会社

証券代行部

〒137-8081

東京都江東区東砂七丁目10番11号

℡　0120-232-711（通話料無料）

［手続き書類のご請求方法］

○音声自動応答電話による

ご請求

0120-244-479（通話料無料）

○インターネットによるダウン

ロード

http://www.tr.mufg.jp/daikou/

　
　

○郵送物等の発送と返戻に関す

るご照会

○支払期間経過後の配当金に関

するご照会

○株式事務に関する一般的なお

問合せ

株 主 名 簿

管 理 人

（＊）特別口座に記録された株式をご所有の株主様は、配当金の受領方法として株式数比例配分

方式はお選びいただけません。

　

○証券会社等の口座に記録された株式

お手続き、ご照会等の内容 お問合せ先

○郵送物等の発送と返戻に関す

るご照会

○支払期間経過後の配当金に関

するご照会

○株式事務に関する一般的なお

問合せ

株 主 名 簿

管 理 人

三菱UFJ信託銀行株式会社

証券代行部

〒137-8081

東京都江東区東砂七丁目10番11号

℡　0120-232-711（通話料無料）

○上記以外のお手続き、ご照会

等

口座を開設されている証券会社等にお問合せください。



株主メモ
　

事 業 年 度 ４月１日～翌年３月31日

期末配当金受領株主確定日 ３月31日

中間配当金受領株主確定日 ９月30日

定 時 株 主 総 会 毎年６月

株 主 名 簿 管 理 人
三菱UFJ信託銀行株式会社

特 別 口 座 の 口 座 管 理 機 関

同 連 絡 先

　

　

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号

電話　0120-232-711（通話料無料）

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所

公 告 の 方 法

電子公告により行います。

公告掲載URL

http://www.meitec.co.jp/ir/stock_information/

financial_statement.html

（ただし、電子公告によることが出来ない事故、その

他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞

に公告いたします。）

　
（ご注意）

１．株主様の住所変更、配当金の振込みのご指定、買取請求その他各種お手続きにつきましては、

原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口

座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）で

はお取り扱いできませんのでご注意ください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管

理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せ

ください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

　

○IRホームページ　：　http://www.meitec.co.jp/ir/index.html
　
　本報告書を含め、Web上にて投資家の皆様へ充実した情報開示をいたしておりま

すので併せてご覧ください。


